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�愛媛県告示第３６１号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

株式会社寺尾石油店
代表取締役 寺尾 幸夫 四国中央市土居町入野１０７８番地 令和元年

６月３０日

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

吉 津 歯 科 医 院 新居浜市田所町２－３８ 平成３１年３月１日

井 出 内 科 今治市常盤町七丁目３番
６号 令和元年６月１日

今治セントラルクリニック 今治市松本町二丁目６番
地６ 令和元年６月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２５号 令和元年７月３０日

令和元年７月３０日火曜日 第２５号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第３６３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

令和元年７月３０日

今 治 セ ン ト ラ ル 病 院 今治市松本町二丁目６番
地６ 令和元年５月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ 平成３１年４月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ 平成３１年４月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地 愛南町社協訪問介護事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

平成３１年４月１日
（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地 愛南町社協訪問入浴事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

平成３１年４月１日
（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

井 出 病 院 今治市常盤町七丁目３番
６号 令和元年５月３１日

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号

２８２
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�愛媛県告示第３７１号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

う事業所の所在地が次のように変更された。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３７０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地 愛南町社協訪問介護事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

平成３１年４月１日
（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地 愛南町社協訪問入浴事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

平成３１年４月１日
（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

愛南町社協居宅介護支援事業
所

（変更後）
南宇和郡愛南町御荘菊川１１５７
番地

平成３１年４月１日
（変更前）
南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社はなみずき 西条市港２７４番地 ヘルパーステーションはなみ
ずき 西条市港２７４番地 令和元年６月３０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社はなみずき 西条市港２７４番地 ヘルパーステーションはなみ
ずき 西条市港２７４番地 令和元年６月３０日

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号

２８３



実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 日土町５番耕地
の一部

平成２８年度から
平成３０年度まで

八幡浜市（日土町
５番耕地の一部）
の地籍図及び地籍
簿

宇和島市 下畑地の一部 平成２８年度から
平成３０年度まで

宇和島市津島町下
畑地の一部の地籍
図及び地籍簿

宇和島市 高串の一部 平成２８年度から
平成３０年度まで

宇和島市（高串の
一部）の地籍図及
び地籍簿

八幡浜市 向灘・北浜一丁
目・大平の一部

平成２８年度から
平成３０年度まで

八幡浜市（向灘・
北浜一丁目・大平
の一部）の地籍図
及び地籍簿

２ 認証年月日

令和元年７月３０日

�������
�愛媛県告示第３７２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第６８条第４項において準用

する同法第１８条第１７項の規定により、清算法人浮穴土地改良区から

次のとおり清算人が退職した旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７３号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７４号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的

かん

水源の涵養

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び�万高原町役
場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３７５号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

氏 名 住 所

森 田 光 一 松山市森松町８５９番地

重 松 政 弘 松山市森松町７５２番地

重 松 良 夫 松山市森松町３８６番地

渡 部 勇 起 松山市森松町８５４番地

立 花 豊 樹 松山市井門町１３５４番地

橘 茂 松山市井門町７５２番地

武 政 哲 廣 松山市井門町７１８番地

橘 寿 幸 松山市井門町１１７番地

令和７
年９月
６日

愛媛県
第１２７２
号

魚かす
粉末

ぼかし
魚粉１
号

窒素全
量７．０
りん酸
全量
６．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野
村町野村５号１１
１番地

令和７
年８月
２１日

愛媛県
第１２８０
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

くみあ
い粒状
苦土炭
酸石灰
２号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野
村町野村５号１１
１番地

登録有
効期限

登録番
号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

令和７
年８月
１４日

愛媛県
第１２７１
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

ダイヤ
粉状苦
土炭酸
石灰１
号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目２５番
２０号

令和７
年８月
２１日

愛媛県
第１２７９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

ハート
粒状苦
土石灰
１号

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

株式会社研農
高知県高知市百
石町二丁目２５番
２０号

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号
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�愛媛県告示第３７６号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７７号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

松田川水系に係る二級河川について、河川整備基本方針を次のとお

り策定した。

（「次のとおり」は、省略し、その関係図書を愛媛県庁、南予地

方局建設部及び愛南土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２０条第１項及び都市公園法

（昭和３１年法律第７９号）第５条の１０第１項の規定により、道路と都

市公園との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成

立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び南予地方局建設部に備え置いて縦

覧に供する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 道路の種類及び路線名並びに都市公園の名称

主要地方道宇和島下波津島線

第１号南予レクリエーション都市公園

２ 兼用工作物の位置

宇和島市津島町北灘第１号６番１から同市津島町近家乙６７０番

３地先まで

３ 兼用工作物の管理を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

道路管理者 愛媛県

住所 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

公園管理者 愛媛県

住所 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

４ 管理の内容

� 兼用工作物の新設、改築、維持又は修繕は、道路専用施設に

ついては道路管理者が、当該道路専用施設以外については公園

管理者が行う。

� 兼用工作物の災害復旧は、次に掲げる災害復旧を要する部分

の区分に応じ、それぞれに定める者が行うものとする。ただし、

特に緊急に災害復旧を行う等の必要があるときは、その都度、

道路管理者と公園管理者とが協議して定めるところにより行う。

ア 専ら道路専用施設に係る部分 道路管理者

イ 専ら道路専用施設以外に係る部分 公園管理者

� �及び�の規定によるほか、道路法又は同法に基づく命令の
規定による兼用工作物の管理は道路管理者が、都市公園法又は

同法に基づく命令の規定による兼用工作物の管理は公園管理者

が行う。

５ 管理の期間

令和元年７月５日から１の道路又は都市公園の存続する日まで

�������
�愛媛県告示第３７９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 令和元年９月３日（火）１４時から

２ 場所 今治市南宝来町１丁目９番地８

今治総合福祉センター「愛らんど今治」

４階 多目的ホール１

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

今治広域都市計画道路の変更案について

� 案件の概要

今治広域都市計画道路中１・３・１今治小松線を変更する。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人並びに利害関係者に限る）は、意見の要旨

及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出する

こと。

� 申出の期限

令和元年８月１３日（火）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４－２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話０８９－９１２－２７３８）

�愛媛県告示第３８０号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

区 域 区 分

�良区域（�良漁業協同
組合の地区） 主としてまき網を使用して営む漁業

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号
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公 告

�公 告

次のとおり技術提案書の提出を招請する。

令和元年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県被災者支援連携システム構築・運用保守業務

� 業務内容

愛媛県被災者支援連携システム構築・運用保守業務公募型プ

ロポーザル手続等に関する説明書（以下「説明書」という。）

による。

� 履行期間

契約締結の日から令和７年３月３１日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 技術提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」の営業種目「情報処

理」について平成２９年度から平成３１年度までの製造の請負等に

係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ、

「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該

当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から技術提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 技術提案書を特定するための評価項目

ア 提案者の実績

１で示した業務と同種又は類似の業務の実績

イ システムの基本方針

システムの構築に係る基本方針の妥当性及びシステムの特

徴

ウ システムの機能要件

システムの外部連携機能、ＧＩＳ機能、被害認定調査機能、

証明書発行機能等の具体性及び実現性

エ システムの非機能要件

システムの構成、利用環境、性能、信頼性及び拡張性並び

にセキュリティの妥当性

オ システムの開発実施方法

プロジェクトの管理、開発手法、開発スケジュール等の妥

当性

カ システムの運用保守

システムの運用保守の内容、拠点及び方法の妥当性

キ パッケージの拡張性等

システムの構築及び運用における費用低減に向けた方策の

具体性

ク システムの構築費用及び運用保守費用

�愛媛県告示第３８１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�愛媛県告示第３８２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和元年７月３０日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

西第
１５号

西条市大町北ノ丁１５０４番地の２３ 指定金融機関
伊予銀行 大町支店

西条市大町北ノ丁１５０４番地の２３ 令和元年７月２６日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社かいせい ヘルパーステーションそえる 愛媛県伊予市米湊３３３－３ 令和元年６月２７日 訪問介護

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１０００１９３ 株式会社かいせい 愛媛県伊予市米湊３３３
－３ 古 谷 大 志 居宅介護 ヘルパーステーション

そえる
愛媛県伊予市米湊３３３
－３

令和元年
６月２７日

３８１１０００１９３ 株式会社かいせい 愛媛県伊予市米湊３３３
－３ 古 谷 大 志 重度訪問介護 ヘルパーステーション

そえる
愛媛県伊予市米湊３３３
－３

令和元年
６月２７日

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号
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教育委員会規則

システムの初期構築コスト及び運用保守コストの経済性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課防災企画グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３１７

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和元年７月３０日（火）から同年８月１４日（水）までの執

務時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例

第３号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８

時３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和元年８月１４日（水）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 技術提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和元年９月１０日（火）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所

ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課防災企画グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３１７

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Construction，operation and maintenance of victim support

cooperation system of Ehime Prefecture，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，１４ August

２０１９

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，

１０ September２０１９

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Disaster Prevention Planning Group，Disaster

Prevention and Crisis Management Division，Disaster

Prevention Subdepartment，Public Affairs and Environment

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２３１７

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年７月３０日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する規則

（愛媛県生涯学習センター管理規則の一部改正）

第１条 愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

特別利用料

別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額 区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円 閲覧 １点１回につき ５１０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円 模写・模造 １点１回につき ５，１４０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円 撮影・複写 １点１回につき ５，１４０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円 原版使用 １点１回につき ５，１４０円

愛 媛 県 報令和元年７月３０日 第２５号
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（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第４条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

特別利用料

別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額 区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円 閲覧 １点１回につき ５１０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円 模写・模造 １点１回につき ５，１４０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円 撮影・複写 １点１回につき ５，１４０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円 原版使用 １点１回につき ５，１４０円

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

特別利用料

別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額 区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円 閲覧 １点１回につき ５１０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円 模写・模造 １点１回につき ５，１４０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円 撮影・複写 １点１回につき ５，１４０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円 原版使用 １点１回につき ５，１４０円

注 省略 注 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第１１条関係）

１ 常設展観覧料

別表（第１１条関係）

１ 常設展観覧料

区分 一般
団体

（２０人以上）
区分 一般

団体

（２０人以上）

１ 省略 １ 省略

２ １５歳以上の者（中学校、義務教育学

校の後期課程、中等教育学校の前期課

程及び特別支援学校の中学部の生徒並

びに１に該当する者を除く。）

３１０円 ２５０円

２ １５歳以上の者（中学校、義務教育学

校の後期課程、中等教育学校の前期課

程及び特別支援学校の中学部の生徒並

びに１に該当する者を除く。）

３００円 ２４０円

２ 施設使用料 ２ 施設使用料

区分 使用料 区分 使用料

企画展示室１ 入場料が無料の場合 １５，０４０円 企画展示室１ 入場料が無料の場合 １４，７６０円

入場料が有料の場合 ２４，０６０円 入場料が有料の場合 ２３，６１０円

企画展示室２ 入場料が無料の場合 １５，０４０円 企画展示室２ 入場料が無料の場合 １４，７６０円
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入場料が有料の場合 ２４，０６０円 入場料が有料の場合 ２３，６１０円

常設展示室１ 入場料が無料の場合 １３，６１０円 常設展示室１ 入場料が無料の場合 １３，３６０円

入場料が有料の場合 ２１，７７０円 入場料が有料の場合 ２１，３７０円

常設展示室２ 入場料が無料の場合 １８，４１０円 常設展示室２ 入場料が無料の場合 １８，０８０円

入場料が有料の場合 ２９，４５０円 入場料が有料の場合 ２８，９２０円

常設展示室３ 入場料が無料の場合 １２，０３０円 常設展示室３ 入場料が無料の場合 １１，８１０円

入場料が有料の場合 １９，２４０円 入場料が有料の場合 １８，８９０円

特別展示室１ 入場料が無料の場合 ５，０７０円 特別展示室１ 入場料が無料の場合 ４，９８０円

入場料が有料の場合 ８，１１０円 入場料が有料の場合 ７，９６０円

特別展示室２ 入場料が無料の場合 ３，５７０円 特別展示室２ 入場料が無料の場合 ３，５００円

入場料が有料の場合 ５，７１０円 入場料が有料の場合 ５，６００円

特別展示室３ 入場料が無料の場合 ５，９３０円 特別展示室３ 入場料が無料の場合 ５，８２０円

入場料が有料の場合 ９，４８０円 入場料が有料の場合 ９，３１０円

講堂 入場料が無料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
１，８４０円

講堂 入場料が無料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
１，８１０円

午後１時から

午後６時まで
３，０６０円

午後１時から

午後６時まで
３，０００円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
４，９００円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
４，８１０円

入場料が有料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
２，９４０円

入場料が有料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
２，８９０円

午後１時から

午後６時まで
４，８９０円

午後１時から

午後６時まで
４，８００円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
７，８３０円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
７，６９０円

研修室 午前９時４０分から正午まで ２，０３０円 研修室 午前９時４０分から正午まで １，９９０円

午後１時から午後６時まで ２，６５０円 午後１時から午後６時まで ２，６１０円

全日（午前９時４０分から午後６時まで） ４，６８０円 全日（午前９時４０分から午後６時まで） ４，６００円

県民ギャラリー１ １５，１１０円 県民ギャラリー１ １４，８４０円

県民ギャラリー２ １１，８７０円 県民ギャラリー２ １１，６５０円

県民ギャラリー３ ３，２３０円 県民ギャラリー３ ３，１７０円

県民ギャラリー４ ４，３１０円 県民ギャラリー４ ４，２３０円

県民ギャラリー５ ４，３１０円 県民ギャラリー５ ４，２３０円

県民ギャラリー６ ２，１５０円 県民ギャラリー６ ２，１１０円

県民ギャラリー７ ２，１５０円 県民ギャラリー７ ２，１１０円

県民ギャラリー８ ６，４７０円 県民ギャラリー８ ６，３５０円

県民ギャラリー９ ２，８００円 県民ギャラリー９ ２，７５０円

県民ギャラリー１０ ２，９００円 県民ギャラリー１０ ２，８５０円

県民ギャラリー１１ ２，９００円 県民ギャラリー１１ ２，８５０円

県民ギャラリー１２ ３，２３０円 県民ギャラリー１２ ３，１７０円

注 県民ギャラリーを全て使用する場合の使用料は、この表の

規定にかかわらず、５４，４８０円とする。

３ 特別利用料

注 県民ギャラリーを全て使用する場合の使用料は、この表の

規定にかかわらず、５３，４９０円とする。

３ 特別利用料

区分 単位 金額 区分 単位 金額

閲覧 １点１日につき ５２０円 閲覧 １点１日につき ５１０円
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公安委員会規則

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第４条の規定による改正後の愛媛県美術館管理規則別表の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用に係る

使用料で施行日以後に徴収するものについて適用し、施行日前の使用に係る使用料及び施行日以後の使用に係る使用料で施行日前に徴収

したものについては、なお従前の例による。

３ 第１条の規定による改正後の愛媛県生涯学習センター管理規則別表の規定、第２条の規定による改正後の愛媛県総合科学博物館管理規

則別表の規定及び第３条の規定による改正後の愛媛県歴史文化博物館管理規則別表の規定は、施行日以後の愛媛県生涯学習センター管理

条例（平成２０年愛媛県条例第２５号）第１５条第１項、愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６号）第１５条第１項又は愛媛

県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７号）第１５条第１項に規定する特別利用（以下「特別利用」という。）に係る使用料

で施行日以後に徴収するものについて適用し、施行日前の特別利用に係る使用料及び施行日以後の特別利用に係る使用料で施行日前に徴

収したものについては、なお従前の例による。

�愛媛県公安委員会規則第１号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年７月３０日

愛媛県公安委員会委員長 渡 部 智磨子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

模写・模造

撮影・複写

原版使用

１点１日につき

１点１回につき

１点１回につき

５，２３０円

５，２３０円

５，２３０円

模写・模造

撮影・複写

原版使用

１点１日につき

１点１回につき

１点１回につき

５，１４０円

５，１４０円

５，１４０円

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表第２（第９条の２関係） 別表第２（第９条の２関係）

番号 路 線 名 区 間 番号 路 線 名 区 間

１～９３

省略

１～９３

省略

９４ 四国中央市道港

通井地線

省略 ９４ 川之江市道 港

通井地線

省略

９５ 四国中央市道中

曽根神之元線

省略 ９５ 伊予三島市道中

曽根神之元線

省略

９６ 四国中央市道本

郷平木線

省略 ９６ 伊予三島市道本

郷平木線

省略

９７ 四国中央市道国

道海岸線

省略 ９７ 伊予三島市道国

道海岸線

省略

９８ 四国中央市道中

之庄埋立３号線

省略 ９８ 伊予三島市道中

之庄埋立３号線

省略

９８の２ 四国中央市道下

具定線

四国中央市具定町４５４番３地先か

ら同町６２３番２地先まで

９８の３ 四国中央市道金

子豊岡海岸線

四国中央市具定町６２３番２地先か

ら同市寒川町４７９５地先まで

９８の４ 四国中央市道取

芽矢線

四国中央市寒川町３８８４番１地先か

ら同町３８４２番地先まで
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附 則

この規則は、令和元年８月１日から施行する。

９９～１２２

省略

９９～１２２

省略

令和元年７月３０日 発行
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